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規 制 改 革 会 議  

第 ４回  貿 易 タスクフォース 

議 事 概 要  

 

１．日 時：平成 19 年 11 月 16 日（金）15:00～ 16:30 

２．場 所：永田町合同庁舎１階第１共用会議室 

３．議 事：EPA に基づく原産地規則・原産地証明発給制度の在り方の見直し 

４．出 席 者： 

（外務省） 

経済局経済連携課長      大鷹 正人氏 

（財務省） 

関税局関税課原産地規則専門官 上川 純史氏 

（経済産業省） 

貿易経済協力局原産地証明室長 鈴木 啓之氏 

（農林水産省） 

大臣官房国際部 

貿易関税チーム関税調整官  穴澤 康秋氏 

（規制改革会議） 

有富委員、中条委員、深川専門委員 

５．議 事 概 要： 

○有富委員 それでは、定刻になりましたので、規制改革会議の貿易タスクフォースを始

めさせていただきたいと思います。 

皆様には、お忙しいところ、御足労賜りまして誠にありがとうございます。 

当規制改革会議は、年末に総理大臣の諮問に応じた第２次答申を公表すべく検討を進め

ておりますが、本日は、議事次第にございますように、「ＥＰＡに基づく原産地規則・原

産地証明発給制度の在り方の見直し」について、外務省、財務省、経済産業省、農林水産

省の皆様と意見交換をさせていただくべくお集まりいただきました。 

なお、本日の議事録及び配付資料は、いずれも後日、当会議のホームぺージ上で公開す

る取り扱いとさせていただきたく存じます。 

それでは、議事に入りたいと存じます。当タスクフォースは、かねてより原産地証明書

発給手続の簡素化に資する見直しについて関心を払っております。５月末の答申において

も、記載を行った経緯がございます。今回は、主に５月末答申のフォローアップとして、

現在の検討状況につきヒアリングをさせていただきたいと存じます。 

なお、事前に御送付いただきました質問事項につき回答をちょうだいしておりますので、

まずはその御回答を御説明いただき、それぞれの項目について議論してまいりたいと思い

ます。 
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ここで少しよけいな話をしますけれども、日本は貿易立国ですし、やはり日本の産業の

強さを高めるためには、行政を含めて算段をしていかなければいけないんだろうと思いま

す。そこについては、サプライチェーンのスピード化ということに対して民間はものすご

くいろいろ工夫をしておりまして、国際競争の中ではスピードとコストというのが一番大

事だと思うのですけれども、スピードを上げるということもコストを下げることにつなが

るということを含めて、ぜひ行政の皆様方としても、日本の競争力を高めるためのいろい

ろな仕組みの改善・改革ということについて前向きに御検討いただきたい。これはわかっ

ていらっしゃることだろうから、またここであえて申し上げるほどのことでもありません

が、私から改めてお願いをしておきたいと思います。 

それでは、原産地証明制度の継続的見直しにつきまして、各省よりそれぞれできれば５

分程度でご説明いただけますか。御回答いただいていますので、５分程度で簡潔に御回答

をお願いしたいというふうに思います。それでは、左側の外務省からお願いします。 

○大鷹課長（外務省） 外務省の経済連携課長の大鷹でございます。よろしくお願いしま

す。 

私自身、直接ＡＳＥＡＮとの交渉ですとか、あるいはタイ・フィリピンとの交渉、ある

いは豪州ＧＣＣ、ベトナムとの交渉に関わってきておりますけれども、そのほかの交渉に

ついても、私の責任下ですべて動いているというふうにお考えいただいてよろしいかと思

います。 

そして、私どもが交渉する上で、まさに今御指摘がございました日本の経済、日本の産

業の競争力をいかに強めていくかということは、当然最大のテーマで、我々の目標として

いるところでございまして、このＥＰＡを通じて、相手国との間でも、英語で言うとＷｉ

ｎＷｉｎというのですが、要するに、お互いに利益をもたらすという形で、いかにＥＰＡ、

ＦＴＡで中身あるいいものをつくっていけるかという意識で常に仕事をさせていただいて

いるところでございます。そして、産業の競争力というときにはいろいろな側面がござい

まして、もちろん日本の投資がちゃんといくとか、そういったところもあるのですけれど

も、まさに今御指摘いただいたスピードとか、コストとか、そういったところも常に念頭

に置いて、日本の企業にとって何がいいのかということは常に忘れないように交渉させて

いただいているつもりでございます。具体的な個別の話については、経産省さん、あるい

は農水省さん、あるいは財務省さんからいろいろ御示唆もいただきながら、交渉の現場で

それを生かして交渉させていただくということをやっておりますが、まさに今回の質問事

項にございますように、原産地証明制度も不断の見直しをしながら、つまり１つの制度で

永久に満足するということはあり得ないというふうに私どもは考えていなければいけない

と思うのです。そして、更に改善する余地がないのかどうかということを、産業界の皆様

からの声に耳を傾けつつ、相手国との関係でもいろいろ知恵を出し合いながら、でも、お

互いの限界とか、いろいろ知り合いながら、なるべく使い勝手のよい制度をつくろうとい

う意識のもとで交渉してきているということはございます。そういうことで、大きな方向
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性としてはまさにそういうことだと思います。 

他方、個別の手数料とか、処理期間の問題については、そこら辺はまさに私どもも御示

唆をいただきながらやっているところでございますので、多分、残りの３省さんの方から

更にいろいろ御説明があり得るのかなというふうに思っているところですけれども、全体

をいろいろ目配せしている私どもの立場としてはそういうことで考えているということで

ございます。 

そして、特に自己証明制度については、確かに１つの大きなテーマで、日本の原産地制

度を今後どうするかということを考える上で避けられないテーマだというふうに皆さんお

考えだと思うのですけれども、実際の交渉の上でも、やはりそういう制度はつくれないの

かという相手国は当然おりますので、そういった中で、私どもも日本側の制度を、もちろ

ん慎重にいろいろ考えなければいけない論点がたくさんございますので、すぐにああだこ

うだというふうに結論を出しにくいところはございますけれども、方向性として、大きく

不備な点が出てこないように意識しながら、そして交渉がそれによって頓挫するようなこ

とにならないように一生懸命意識しながらやらせていただいているところでございます。

いずれにしましても、皆様の御協力を得ながら、私どもは、ここで言わせていただくのも

あれですけれども、ＥＰＡの交渉については、政府一体として、各省庁の間で極めて緊密

に連携しながら仕事をしてきているというふうに自信を持って言える分野の１つではない

かというふうに思っている次第でございます。ただ、それに満足することなく、皆様の御

指摘を踏まえながら、より改善できるところは改善したいというふうに考えているところ

でございます。 

以上です。 

○有富委員 非常に力強い御回答をいただいてありがとうございました。 

では、財務省お願いします。「原産地証明制度の継続的見直しについて」という１番目

の部分だけでまず議論したいと思いますので、そこで一応とどめていただけますでしょう

か。 

○上川専門官（財務省） 財務省関税局関税課原産地規制専門官の上川でございます。よ

ろしくお願いいたします。 

私は、財務省及び税関におきまして、原産地規則というものに関してのＥＰＡにおける

交渉、あるいは国内の法令化、そして税関における執行、これらすべてに関して責任を持

って当たらせていただいているところでございます。ＥＰＡの交渉におきましては、大鷹

課長をはじめとする外務省の皆様方の御指導のもとに交渉に当たらせていただいていると

ころでございます。この原産地証明制度でございますが、財務省税関がどのように関わっ

ているのかというのを１～２分お時間をちょうだいして簡単に御説明させていただきたい

と思います。 

私ども税関というのは、どうしても日本に輸入する、日本に入ってくるものについて視

点がいっているといいますか、力点を置かざるを得ないというところがございます。私ど
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も財務省も、関税の適正な賦課・徴収という政策目標を掲げさせていただいておりまして、

関税を適正に賦課・徴収するためには、特にＥＰＡに関しましては、相手国のものである

ということが適正に証明されたものと、そういうことが確保されることが必要だというふ

うに考えておりますので、その意味におきまして、この原産地証明制度は私どもにとって

も重要な意味があるだろうというふうに考えているところでございます。 

後ほどの質問の方でまた詳しい御説明をさせていただきますが、この原産地証明制度は、

受けという観点から私どもは関与させていただいておりまして、１番目につきましては、

質問の御趣旨は、日本から輸出する貨物につきましての国内制度ということ、こういうも

のだというふうに理解しておりますので、この質問に関しましては私どもは特段申し上げ

ることもございませんが、当然ながら、出ていく側についてということは、相手国から出

ていくものについてそのまま反射する話でございますので、これは決して無関心なわけで

はございませんで、これにつきましては、主として所管されておられます経産省さんと緊

密な連携をとりつつ、適切な業務の遂行に当たってまいりたいと思っております。 

私からは以上でございます。 

○有富委員 ありがとうございました。それでは、主役の御説明をよろしくお願いします。 

○鈴木室長（経済産業省） 経済産業省原産地証明室の鈴木です。よろしくお願いします。 

まず、「１．原産地証明制度の継続的見直しについて」でございますが、私どもが持っ

ております原産地証明法の運用に当たる点でございまして、主に私どもが担当していると

お考えいただければと思います。資料の方にも書かせていただきましたが、大きく２点、

簡単に申し上げたいと思います。 

１点目は、（１）の方に書いておりますが、さまざまな御要望をいただいて、その対応

の第１弾として、原産地証明法施行規則（省令）を改正いたしまして、御要望の高かった

ところから手続を簡素化したということでございます。産品の原産性を判定する段階と、

実際に証明書を発給するという２段階があるのですけれども、判定の段階で１つ、発給の

段階で２つ簡素化を行っております。 

最初の①は判定の段階でございまして、一旦、原産性があるという判定が出ましたら、

これまでは１年という期限をつけていましたが、これを基本的に撤廃して、原産性の変更

の際は申請者の自己責任で対応していただくという形にいたしました。 

それから、発給に係る点として次の②、③がございます。②につきましては、これまで

商工会議所での発給手続で発給申請書をいただいていたのですけれども、これは紙のやり

とりが多くて面倒だったので、これを省略して、実際の発給申請手続を電子化していこう

という流れでとった措置でございます。 

それから、③の方については、発給申請の際にいろいろな提出書類をお願いしていたの

ですが、発給のタイミングの関係やＨＳコードの齟齬やいろいろ技術的な問題もございま

したので、省略できるものについては省略をしようということで措置をいたしました。 

以上が省令改正の内容でございます。 
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それからもう１つ、産業界からいろいろな御指摘もいただいておりますので、本件につ

いて官民の検討会を設置いたしました。ここには各業界の代表、それから発給機関、私ど

も政府当局も交えまして、問題として非常に実務的なものが多いものですから、主に実務

者レベルのメンバーを一堂に集めて、いろいろな御要望について整理をして解決策を探っ

ていこうという趣旨で、検討会を８月に設置いたしました。すでに８月、10 月と会合を２

回開催しておりまして、７月の省令改正に加えて、更なるデータ入力の簡素化等の成果も

出しております。今後、第１回、第２回でカバーし切れなかった部分についても、積極的

に簡素化に向けた取組みを行っていきたいと思っております。後で自己証明等の話も出ま

すけれども、その話も当然こちらの検討会の方で扱っております。 

私の方からは以上です 

○有富委員 どうもありがとうございました。それでは、農水省、お願いします。 

○穴澤調整官 農林水産省の穴澤と申します。よろしくお願いいたします。 

まず、当省としては２つの論点からすれば、我が国は農林水産物の大輸入国であること

から、そういう意味では輸入に結構神経をとがらせていまして、ＥＰＡ交渉においても関

税のアクセスの改善をやっていますけれども、その裏腹で、改善をするならやはり原産地

規則を、平たく言えば、迂回輸入のないような規則をつくって、それを執行していくのが

一番大事だというふうに考えて、基本的にはお互いの国の農民なり漁民なり、そういうお

互いの国のために規則をつくりましょうということで、原則は自分の国でとれたものを使

って物を輸出しようと、そういうような原産地規則をつくってきたつもりでございます。 

それからもう１つ、輸出という観点から申しますと、当省としても、２年前に一般法が

できるときに、やはり当省でも何かできないかということがありまして、かなり検討はし

たのですけれども、国がやるというのもいかがなものか。かといって、民間団体も余り手

を挙げるところがなくて、ノウハウがあるといえばある、ないといえばない。つまり農業

のノウハウはあっても、原産地規則ということに関するノウハウはほとんど持っていない。

そこは、なかなか立ち上がるところがないので、２年前の法改正のときは特に我が省とし

ては手を挙げずに、そのかわり何かあったときには経済産業大臣とうちの大臣の間で協議

をして円滑にものを進めましょうという法律の条文を入れていただきまして、それについ

ては、現在でも商工会議所から直接とか、経済産業省さんとか、生産者の方とか、結構問

い合わせがきて、お互いにどういうふうに証明したらいいか。例えば、どこかでとれた柿

を輸出するにはどういう証明をしたらいいかとか、それは組合でも何でもいいから証明書

をつくりなさいとか、そういう問い合わせは最近は増えました。特にタイが発行してから、

我が省も輸出を一大政策目標に掲げておりますので、輸出といっても、加工品ではなくて、

どちらかというと品質のいい高付加価値のついた果物なり野菜を輸出しようということが

あって、原産地証明という観点から言うと、そんなに難しい話ではないんですね。どこで

とれたということさえ証明していただければいいので。 

ただ、このときに我が省が手続を挙げかけたのは、それまでに農産物の輸出というか、
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原産地証明書というのは多分ほとんど出たことがないはずなんです。ですから、今でも数

えるほどというか、年間何件とか、メキシコとも年間 10 件とか 20 件とか、そういう関係

で非常に少ないんですけれども、これから、あの当時やった韓国とか、そういうところが

出てきた場合に、我が省としても何か制度をつくらなければいけないんじゃないかという

ことがあってやったのですけれども、そこは、先ほど申しましたように、当省としては、

とりあえずは当面の間は推移を見て。ただ、今でも我が所管といいますか、団体について

も、経産省さんに指定していただければ証明書を出せる制度になっていますので、そのと

きがくれば、またそういうことをいたします。そういうふうに思っております。 

○有富委員 ありがとうございました。中条先生、この件に関しては何か。 

○中条委員 特にありません。 

○有富委員 深川先生はいかがですか。 

○深川専門委員 ありません。 

○有富委員 それでは、よくわかりましたので、冒頭、大鷹課長からもお話がありました

ように、前向きに改善をしていただくということをお互いに約束したいというふうに思い

ますので、よろしくお願いいたします。 

それでは、続きまして、２番目の自己証明制度の導入について。外務省はさっきここま

で話したということでいいですか。 

○大鷹課長 はい。 

○有富委員 それでは、また順番にお願いいたします。 

○上川専門官 自己証明制度の導入について現在の検討状況ということでございますが、

御案内のとおり、現在、日スイスの間におきましてＥＰＡ（経済連携協定）の交渉を行っ

ておるところでございまして、この交渉を始めるに当たって、その前段階といたしまして、

政府間の共同研究会における検討を行ったところでございますが、その際に、スイス側よ

りいわゆる認定輸出者による自己証明制度の受入れというものを強く希望するということ

が出てまいりました。その時点ではもちろん交渉ではございませんが、両国間の協議を行

いまして、その結果、昨年 12 月に共同研究会の報告書が取りまとめられているところでご

ざいますが、その中につきましても、自己証明制度云々というような、それに関する記述

が掲げられておるところでございます。 

この自己証明制度でございますが、先ほど申し上げましたとおり、私ども財務省税関と

いたしましては、受け手、日本に入ってくる側という観点からどうしても物事を見ざるを

得ませんので、この観点から申し上げさせていただきますと、自己証明というのは、要す

るに輸出者または生産者が自分で、この貨物について、例えばスイスならスイス、あるい

は相手国の原産であるということを宣明をしていただく。通常でありますと、輸出者・生

産者が発行いたしますインボイスに、これはどこそこの国の原産品であるというような宣

誓文といったようなものを書き加えていただく。そういったものが通常は用いられている

ようでございまして、これは結局、輸出者・生産者の宣誓・宣明といったものどの程度信
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用するかというところに係ってこようかと思います。御案内のとおり、私ども日本におき

ましては、これまで第三者発給、日本国内で発給するものにつきましては、商工会議所さ

んの方で発給されておられるわけでございますが、この第三者発給という制度を受け手の

側、あるいは出す側においても採用しておりまして、自己証明制度というのは私どもにと

っては全く経験のないものでございますので、いきなり自己証明制度を入れろと言われて

もなかなか難しいところがある。どのような問題点があるのかといったことを十分に検討

した上でないと、はい、わかりましたというわけにはなかなかいかないというところがご

ざいますので、この共同研究会の際にもいろいろな問題点を指摘させていただいておると

ころでございます。参考として、ここの下の部分に私どもの方から指摘させていただいた

部分の関連部分を抜粋として出させていただきました。 

恐縮でございますが、それをちょっと御覧いただきたいのですが、ここの（８）と書い

たところの３行目になります。「それは」から始まる部分でございますが、私どもはこう

いった数項目を、こういった項目、こういった要素を検討する必要があるのではないかと

いうことを指摘させていただいたところでございます。例えば、スイスの認定輸出者制度

の運用。スイスにおきましては、認定輸出者といったものを定めまして、それに対しては

自己証明を認めているようでございますが、この制度はどのように運用されているのか、

どのように策定されているのか、そういったことがしっかりとした制度であるということ

が確認される必要が当然ながらあろうかと思われますし、次に、原産性の確認の仕組みと

書かれておりますが、この「確認」というのはやや特殊な用語でございまして、原産地証

明書、あるいは自己証明の場合でも結構でございますが、相手国から何らかの形で原産性

を証明する書類がきたら、これに基づきまして、ＥＰＡならＥＰＡの特定の税率を適用す

ることを判断するわけでございますが、何かこれはおかしいのではないかと思った場合に

は、相手国に対して照会を行う。あるいは、その照会の結果だけでは満足できない場合に、

相手国を訪問して調査を行う。従来のＥＰＡではそういったものが可能なものとなってお

りまして、こういったことをまとめて「確認」という用語で呼んでおるわけでございます

が、一般的な「確認」と混同しやすいんです。これは、具体的ないわば固有名詞の「確認」

とでもいうべきものでございますが、その確認の仕組みをどのようなものにするのか。こ

れまでスイス側が持っておりますＥＰＡでの確認の仕組みは一体どのようなものか。それ

がきちんとしたものであるのか。そういったことがちゃんと担保される必要があるのでは

ないか等々、これを１つ１つ説明を始めますと長くなりますので、こういったような認定

輸出はどのようにしてやっているのか、この確認はきちんとしたものであるのか、そうい

ったことを私どもとしてはしっかりと確認を、こちらは普通名詞の「確認」でございます

が、しっかりと確認したいと思っておるところでございまして、これを共同研究会の場で

指摘させていただき、ＥＰＡの交渉の場におきましても、これを再度指摘して現在交渉を

行っておるところでございます。なお、交渉ごとでございますので、その具体的な内容に

ついてはこの場では差し控えさせていただきたいと思います。 
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私からは以上でございます。 

○有富委員 そうすると、相手国と連絡をとりながら、こちら側の財務省としても、自分

のところの体制の整備も併せてやっていく、こんなイメージでいいわけですね。 

○上川専門官 そうでございますね。これはまだ全く現在交渉の最中でございますので、

今後どのような枠組みになるのかどうか全く予断できない状況ではございますけれども、

仮に、この協定の中におきまして、こういった自己証明制度というものが枠組みとして何

か規定として明示的に規定されるものであれば、それに応じた形で私どもの関税関連の法

令を整備するということは十分可能ではないかというふうに考えているところでございま

す。 

○有富委員 つまり、やみくもに嫌だと言っていません、ちゃんと対応する準備はありま

すよと、こういうことですね。やれるかやれないかは、これからの交渉の問題ですが。 

○上川専門官 はい。ここに掲げさせていただきました条件というものは、やはりきちん

と担保できないとなかなか円滑な執行が難しゅうございますので、そこはやはり私どもは

主張することは主張せざるを得ない。まさしく交渉ごとでございまして、現在そういう観

点から交渉を行っているところでございます。 

○有富委員 初めてのことですからね。わかりました。 

○鈴木室長 経済産業省でございますが、私どもは主に輸出する側の立場に立って交渉に

臨むという形になります。したがいまして、資料にも書かせていただきましたけれども、

基本的に自己証明制度については、産業界からの導入の要望も非常に強うございますし、

それから選択肢を広めるという意味で、利便性を高めるものと認識をいたしております。

したがって、この制度を導入することについては、積極的に検討を進めてまいりたいと考

えております。 

御質問の（１）これまでの検討事項、それから（２）関係法令の整備の必要性というこ

とについて、ごくごく簡単に御説明申し上げます。これまでスイスとのＥＰＡの交渉は、

こちらに書いたとおり、もうすでに３回ほど交渉しております。私どもとしては、全く新

しい制度がある程度念頭に置かれているわけで、それについて、どのような形で国内制度

をつくっていったらいいのか、いかに利用者にとって利便性のいい制度にしていったらい

いのかということを念頭に置きながら交渉に臨んでおります。 

それから、交渉だけではなくて、国内の体制につきましても今後整備をしていく必要が

あります。私どもが持っている原産地証明法について、私どもの中では一般法化と呼んで

おりますけれども、自己証明制度が今後入った場合に、そういう制度についても担保でき

る形にするにはどうしたらいいかという検討も始めております。 

それから、輸出者を認定する場合の基準や制度につきましても、先ほど申し上げました

検討会の場で、具体的に検討を始めているところでございます。 

そのほか、すでに自己証明制度を導入している欧米各国の状況について調査を行ってお

ります。また、今後、経済産業省において認定の業務や輸入国からの検認に対する対応業



 

 9

務も予想されますので、その体制の整備について、今後に向けて検討を始めている段階で

ございます。 

（２）の件ですが、我が国の自己証明制度そのものの不備によって交渉が頓挫すること

のないよう準備すべきという御指摘でございます。これは誠にごもっともでございます。 

３点申し上げますけれども、一点目は、基本的に自己証明制度というのは産業界からの

要望が非常に強いというのが１点ございます。２点目ですけれども、先ほども申し上げま

したように、自己証明制度、あるいは認定輸出者に対する自己証明制度は、利用者の利便

性を向上させるものであります。原産地規則へのコンプライアンスとか、原産性を証明す

る立証責任は、証明制度のいかんを問わず、厳しく問われて然るべきですけれども、自己

証明制度の導入は、証明制度にもう１つのオプションを加えるという意味で利便性を拡大

するものだろうと思っています。そして、３点目ですが、現在、第三者証明制度しか前提

として持っていない国内制度をより汎用性のあるものに変えていく。これは喫緊の課題だ

と思っています。交渉ごとでございますので、交渉の結果を現時点で予断することはもち

ろんできません。ただ、私どもとしては、今後考えられる証明方式に合わせて、現在の制

度に不備があれば、それは改善をしていきたいと考えております。 

○有富委員 ありがとうございました。では、農水省からお願いします。 

○穴澤調整官 当省としては、自己証明制度というのは初めてのことなので、どちらかと

いうと、出すというよりも入る方を重点に、相手の制度がどういうものであるかというの

を、先ほどの財務省さんの考え方と非常に似ているのですけれども、財務書さんは水際で

の話で、我々は、物が入ってきたとき、例えば原産地証明書も、適正であるとは思います

けれども、いろいろな不正な手段でつくったようなものがどんどん発行されて、それによ

って輸入が急増するというようなことがないような、しかも迂回輸出みたいなことがない

ような、そういう制度であれば、我が省としても自己証明については否定しないというか、

問題ないとは思っています。そういう意味では、スイスという国は、今交渉中ですけれど

も、かなり信頼性はあると、交渉している立場としてはそういうふうに思います。ただ、

実際にどうなのかというのはまだいま一わからないですけれども。 

 スイスの場合は税関が全部取り仕切っておりますので、多分、税関が輸出者と認定して

いるということになっていますので、そういう意味では公的機関が出しているのと同じよ

うなものじゃないかとは思っております。 

○有富委員 大体一通りお話を伺いました。中条先生、いかがですか。 

○中条委員 財務省さんの御回答の中の２ぺージの先ほど御説明いただいた（８）という

ところですが、こういった条件をきちんとしてほしいというのを幾つか挙げておられるわ

けですけれども、こういうものについては、どうなんでしょうか、農水省さんはスイスだ

とまあ大丈夫かなみたいなことをおっしゃっていますけれども、要するに、これはお互い

にちゃんとやらなければ、こちらからいくものもだめよということに当然なるわけですか

ら、こちらからいくものだけオーケーにして、入ってくるものはだめよというわけにもい
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かないわけで、逆も当然ということになりますから、向こうがきちんとやっていれば、こ

ちらもきちんとやる。こっちがきちんとやれば向こうもきっちりやるという話だと思うの

ですけれども、ここは両方向できちんとこういうことは成立していると。大体成立しそう

だと考えてよろしいですか。 

○上川専門官 そこは、まさしく現在交渉をやっている最中でございますので、なかなか

詳細にわたってというのは難しいところがございますけれども、ここに掲げておりますの

は、実は私ども日本がこれまで締結しておりますＥＰＡに、先ほど申し上げましたかぎ括

弧付きの「確認」に関しましては、大体こんな要素を想定したもので、私どもとしては、

こういった要素は少なくとも必要ではないかと。そうでなければ、私ども財務省税関とし

ての日々の水際での執行という観点も当然ありますし、国内産業に及ぼす影響というのも

当然あり得ようかと思いますので、そういったもろもろの問題点を考えますと、少なくと

も従来の日本が持っておりますＥＰＡにおけるものと同等なレベルのこういった要素とい

うのは必要ではないか。これが私どもの基本的な考え方でございまして、もちろん、これ

はそんなに世界的なスタンダードから見て、そんなにかけ外れたものではないのではない

かなと。もちろん、部分的に見るとどうかというところはあろうかとは思いますけれども、

そんなに極端なことを申し上げているつもりはないのでございますが、他方、例えばスイ

スはスイスのそれぞれのお国柄といいますか、やり方がございますし、スイスが従来持っ

ておりますＦＴＡ、ＥＰＡに照らし合わせてみた場合、ここはちょっとどうか、こういう

考え方は必ずしもしっくりこないのかなと。中身は同じなのかもしれませんが、例えば丸

の形のところに四角のものを当てはめようというようなニュアンスのところをもしかした

ら私どもがリクエストしているのかもしれませんし、必ずしもこれですんなりいくという

ような感じではないということだけは現時点で申し上げられるのかなと。いずれにしても、

こういった要素はきちんと反映されるように交渉して、適切な運用が可能な制度を策定し

ていきたいと考えております。 

○中条委員 要するに、その後の方にシンガポール、メキシコ、マレーシア、チリ、タイ

の協定、こういったものできちんとされてきたものは、スイスについてもきちんとしてほ

しいと、そういう御発言だというふうにとったのですけれども、どちらかといえば、途上

国を相手にするときと、先進国、そういうことで差別をするということはよくないのかも

しれないですけれども、現実的にはそういうこともあり得るだろうと。スイスという国が

どういう国かというのは私はよくわかりませんけれども、かなりしたたかな国であること

は確かであるわけで、しかし、したたかであるけれども、きちんとした国であるというこ

とはある程度ある。そういうところを考えたときに、今までと同じやり方を全部やっても

らわなければ困るというようなことではなくて、ある程度その点もお考えになりながら交

渉していかれると考えてよろしいですか。 

○上川専門官 そこは現段階ではまだ何とも申し上げようがございませんが。若干繰り返

しになりますけれども、ここに掲げさせていただきましたところの従来のものでございま
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すけれども、実は確認の制度につきましては、メキシコとのＥＰＡにおいて本格的なもの

を導入したところでございますけれども、このメキシコの制度というのは、実はＮＡＦＴ

Ａ（北米自由貿易協定）にならったものでございまして、その意味におきましては、先ほ

どもちょっと申し上げましたとおり、世界的に見ても、そんなにかけ外れたものではない

のかなというふうに考えておりますので、こういったいわばスタンダード的なものであれ

ば、スイスとしても当然受け入れてもらえないというような感じは持っております。ただ、

もちろんこれは交渉ごとでございますので、今この段階で、これが全部取れなければだめ

だとか、ここまでは譲れるとかということを申し上げるのはなかなか困難だということは

御理解いただければと思います。 

○中条委員 しかし、メキシコはＮＡＦＴＡの水準でということで標準的なものだという

ことであるならば、スイスも恐らく標準的なものだと。標準的なものがどれぐらいのアロ

ーアンスがあるかは別として、期待してよろしいですね。 

○上川専門官 そこは今後然るべく適切な制度をつくるということで交渉に努めていきた

いというふうに考えております。 

○中条委員 そういうものが標準的なものであるとすれば、これからいろいろとやってい

かれるときも、こういう感じで大体標準的に自己証明でやっていくと考えてよろしいです

ね。 

○上川専門官 そこは何とも申し上げようがございませんで、例えば自己証明と申しまし

ても、確かに認定輸出者による自己証明、その認定輸出者もどの程度の基準で認定するの

かによって実質的に実は第三者発給でやるのとほとんど変わりはないというようなものも

出てまいるかもしれませんし、自己証明という枠組みというものにつきましては、私ども

は少なくともこういうようなものがあるのであればというふうな考え方から交渉に臨んで

おるところでございますので、これが入れば必ずというものとも必ずしも言い難いのでは

ないか。それは、まさしく相手国の制度をよく見た上で、そして交渉を通じて、私どもが

適切と考える。冒頭に申し上げましたように、関税の適正な賦課・徴収というのが私ども

の政策目標の１つでございますので、その目標を適切に達成できるように、きちんとした

証明がなされる。それが担保されるような観点から進めてまいりたいと思いますので、そ

の手段の１つとして、従来は第三者発給、公的機関による発給というものをやってきたわ

けでございますが、自己証明というのも、それが適正な証明が行われるということが担保

できるというのであれば、それについては私どもとしても検討対象とさせていただく、こ

ういう趣旨でございます。 

○有富委員 相手国によっては、場合によって細部は変わるかもしれないけれども、基本

的には検討の余地があるということでよろしいんですか。 

○上川専門官 私どもとしては、本当に適正な証明がなされるということ、これが最大目

標でございますので、適正な証明がなされるような形であるということが、仮に自己証明

を導入するとした場合でも、それが担保されることが必要条件になると思います。 
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○中条委員 我々は素人なのでわかりやすいように言っていただくとすれば、要するに、

先進国で常識的に考えて、それは適正だと思うような水準であるならばオーケーというこ

とですよね。 

○上川専門官 同じ先進国と申しましても、また国によっても違いますので、それは例え

ば日本にはちょっとなじまないというようなものもあろうかと思います。 

○中条委員 なじまないというのは、どういう点でですか。 

○上川専門官 そこはまだ何とも申し上げようがございませんね。すべてのＥＰＡについ

て精査したわけではございませんので、今申し上げましたのは例えばという話でございま

すので。今この時点で、先進国のレベルであれば必ず大丈夫かというと、若干躊躇すると

ころがあります。すべてをわかっていない以上、若干躊躇せざるを得ないということでご

ざいます。 

○有富委員 もちろん、いまここで言質を取ろうなんて思っていないので。 

 ただ、個別にみればやはり相手国によって制度のレベルに違いがあるから一律にという

わけにはいかないけれども、個別に相手国の制度をちゃんとチェックして、適正な証明が

担保できるようなものであれば、自己証明を導入することはやぶさかではないと、こうい

う程度のことと伺っておいてよろしいですか。 

○上川専門官 そうでございますね。選択肢の１つとしては当然あり得るということでご

ざいます。 

○有富委員 わかりました。深川先生、何かありますか。 

○深川専門委員 もちろん輸出者の制度の運用とか、原産性の確認の仕組みとか、ここに

挙げられているような、迂回輸出を防ぐという目的からは、こういうものを担保しておか

なければいけないという話は当然だと思うのですけれども、もう１つ別の観点から、多分、

原産地規則自体のルールを複雑に設定すればするほど、これを確認するのはよけい大変じ

ゃないですか。例えば、原産地の中にいろいろな例外をつくって、累積をどうするとか、

ロールアップをどうするとか、言えば言うほど、本当にこの人がこれをやっているかどう

かというのを確認する項目は必然的に増えるのでしょう。多分、スイスはある意味で国も

小さいですし、そんなに複雑な国際分業を東欧とやっているとか、そういうことではない

と思うので、例外事項をつくったりしなくても済むのかもしれないですけれども、原産地

規則のそもそものルールの制度設計の話と、自己証明制度のバランスというのをどういう

ふうに考えられているのですか、今やっていらっしゃる方々というのは。 

○上川専門官 それはなかなか難しいところではないのかなと。確かに、原産地規則、ル

ールそのものの方が複雑ではないかとか、難しいのではないかというような御批判もとき

どきちょうだいするところではございますけれども、私どもといたしましては、それと自

己証明、あるいは第三者証明は結局のところは同じではないかと思うのですけれども、こ

れは分けて考えた方がいいのではないかという気がいたします。その証明をするのは、輸

出者・生産者自身であろうが、第三者の商工会議所あるいは政府等の公的機関であろうが、
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結局のところ、輸出者がまず一義的には、これは例えばスイスならスイス、あるいは日本

なら日本の原産のものであるということを自己の責任において、まず何らかの形で誰かに

対して証明する。自分なら自分に対して証明し、第三者の発給機関なら発給機関に対して

証明する。少なくともそういうようなことを宣明するということがまず必要でございます

ので、その輸出者・生産者自身がそういうことを認定するに当たって、確かにそのルール

が複雑じゃないかとか、難しいのではないかとか、そういったようなことについては別途

考える必要があろうかと思いますが、ルールそのものの複雑さ、あるいは簡素さというこ

とと、自己証明であるか、第三者発給であるかということは直接にはリンクしないのでは

ないかなと、こういうふうに考えているところでございます。 

○中条委員 でも、自己証明は、「ここにおられるのは本当に上川さんですか」というと

きに、名刺を見せて、それでオーケーというのと、御本人が自分で証明にするにしても、

たくさん持ってこなければいけないというのでは、それはすごく大変で、しかも、そのお

持ちになったものが本物かどうかというのまで確認するとなると、これはものすごくコス

トがかかってしまう話になりますよね。だから、確かにおっしゃるように、どういう場合

であっても、複雑になれば、それを本当に正しいかどうかというのを確認するためのコス

トは高くなるというのはそのとおりだと思うのですけれども、自己証明ということを考え

たときにも、そこは余りにも複雑になると、結局、第三者証明と同じことになりはしない

かということは懸念される部分ですよね。 

○上川専門官 私の説明が必ずしも十分ではなかったのかもしれませんけれども、例えば

こういう製造工程を経たら日本の原産品と認められるという、そういうルールが複雑であ

ろうが簡素であろうが、それ自体はまず輸出者が自己の責任においてその認定を行う。そ

して、自己が認定したものをインボイス上に、これは日本の原産品でと書けば自己証明で

すし。 

○中条委員 定義的にはそうですね。 

○上川専門官 それを発給機関に対して宣誓すれば、それは第三者発給ということになり

ますので、簡単であろうが難しかろうが、いずれにしても、認定するという手間自体は変

わりはないわけでございますので、自己証明だからこそルールが簡単でなければいけない。

もちろん簡単であるにこしたことはないのかもしれませんけれども、自己証明であるから

こそルールが簡単でなければいけないというのは、やや論理の飛躍があるのではないかと。 

○中条委員 それは定義的にはおっしゃるとおりだと思いますけれども、自己証明になぜ

するかという考え方の基本には、自己証明によってコストを小さくするということがある

わけで、そうであるにもかかわらず、自己証明を余りにも複雑にしてしまったら、これは

意味がなくなりますよねということを申し上げているんです。 

○上川専門官 それは、自己証明にするのであれば、それに合わせてルールそのものも簡

素化するべきではないかと、そういう御趣旨でございましょうか。 

○中条委員 そうですね。 
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○上川専門官 それは、一般論として申し上げれば、ルールは簡素であるにこしたことは

ないだろうということは言えるのではないかと思いますが、他方、例えば迂回輸入と申し

ますか、迂回輸出と申しますか、これを防ぐというのも原産地規則のどうしても避けて通

ることができない側面ではございますので、そこは市場アクセスの改善、原産地規則のル

ールの内容、そういったものは１つのパッケージとして考えていく必要があるのではない

かなと。もちろん、そこで証明制度が自己なのか第三者なのかということも合わせて、１

つのパッケージとして考えていく話ではないかという気がいたしまして、どれか１つを取

り上げてというのは、ややバランスを失してしまうおそれもあろうかと思いますので、そ

こは交渉に当たっては十分留意していく必要がある部分ではないかというふうに考えてお

ります。 

○中条委員 それはわかりますけれども、しかし、全体の方向性というのは、何のために

やるかというと、自由貿易をより効率的に推進するというところにあるわけで、ただし、

それをやみくもにやってしまうと、迂回輸入みたいな話があるわけですから、そういうこ

とはきちんと抑えながら、あるいはコンプライアンスとか、セキュリティの問題などがあ

るわけで、抑えながら、しかし方向性はやはり自由貿易をより促進していくかというとこ

ろにあるわけですから、やはりそういう視点でものを考えていけば、自ずと自己証明につ

いても、それをめちゃくちゃ複雑にするという発想には至らないだろうと私たちは理解し

ているということです。 

○上川専門官 もちろん、ＥＰＡ（経済連携協定）は、二国間の経済の連携をより一層緊

密なものとし、もって両国の経済を更に発展させるとか、あるいは二国間の関係をよりよ

いものとするという、そういう観点であれば、当然ながら、原産地につきましても、例え

は原産資格を獲得しやすくする、あるいは、それをもって市場アクセスの効果をより増大

させるという観点も当然あろうと、一般的にはそういうことになろうかと思いますので、

そこはＥＰＡにおいてどういうような観点で、どういうような目標で交渉していくかとい

うことであろうかと思われますので、それはまさしく日本全体として、官民トータルで今

後考えていく必要がある事項ではなかろうかと思いますので、そういったパッケージの要

素の１つとして原産地規則というのは当然あろうかと思いますし、その原産地規則の中の

更に１つのエレメントとして証明制度というのがあろうかと思いますので、この証明制度

をどのようにしていくかということは、パッケージ全体の中にそういったバランスを考え

つつ、今後、使いにくいものであってはいけないというのは私どもも当然認識していると

ころでございますので、なるべく使いやすいものであるということにこしたことはないと

いうのは当然であろうかと思いますので、そういった観点から今後、ＥＰＡなりの交渉を

進めていくということになるのではないかと思います。 

○中条委員 御趣旨はわかりました。ただ、やはり基本的なところは、自由貿易を促進し

ていくというところを念頭に置いて考えていくものであって、貿易を縮小させようとか、

鎖国をしようとかというところが目的ではないということはぜひお考えいただきたいとい
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うのと、確かに何の意味もないような規則であれば、それはしようがないですけれども、

規則というのは、それを破る人は当然いるわけであって、それをいかにして取り締まるか

というエンフォースメントのコストと便益との兼ね合いの話ですから、そこを余り厳しく

してしまって、結局のところ、取り締まるコストの方がすごく高くついてしまうようでは、

少々悪い人がいて悪いことをしたのを見逃すことの方がむしろコストは安くなる。その辺

のところも、こんなことはわざわざ言うことではないと思いますけれども、ぜひお考えい

ただきたいということです。 

○有富委員 深川先生、よろしいですか。 

○深川専門委員 はい。 

○有富委員 ありがとうございました。今日はこのぐらいで終わろうかと思いますが、よ

ろしいですか。それでは、本日の意見交換はこれにて終了とさせていただきたいと思いま

す。皆様におかれましては、本日は貴重なお話をお聞かせいただきまして、ありがとうご

ざいました。 

以上で散会させていただきます。ありがとうございました。 


